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太陽光の設置可能面積の報告義務
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office SOTO 山下 幸恵　

大手電力グループを経て、新電力でデマンドレスポンスや
エネルギーソリューションに従事。自治体、大手商社と協
力して地域新電力を立ち上げ。

2019年より独立して office SOTOを創業。エネルギーに関す
る国内外のトピックスについて複数のメディアで執筆する
ほか、電力ビジネスや省エネに関するセミナーも行う。自
治体向け電力調達のコンサルティングや企業のテクニカ
ル・デューデリジェンスなども実施。

● 省エネ・脱炭素エキスパート認定（家庭分野）
● 有明エナジー株式会社  取締役（脱炭素先行地域）
● 対馬市SDGsアドバイザリーボード委員

これまでの常識や思い込
みも、枠の「外」に立った自
由な発想で考えると解決策
が 見 えてくるはず。そんな
姿勢で日本のエネルギー
が抱える課題と向き合いま
す。
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省エネ法とは
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省エネ法とは
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（出典：資源エネルギー庁「省エネ法対応 工場の省エネ推進の手引き」）

•エネルギーの使用の合理化等に関する法律（ 1979年〜）

•工場、輸送、建築物、機械器具などのエネルギー使用の合理化

•電気の需要の平準化

•「エネルギー」＝化石燃料
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石油ショックをきっかけに制定

●エネルギー消費シェア最大の製造業から始まる
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（出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2022」一部加筆、「エネルギー白書2018」）
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2023年度61％



省エネ法の規制対象分野

●直接の規制対象は主に工場・事業場、運輸分野
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（出典：資源エネルギー庁「省エネ法対応 工場の省エネ推進の手引き」）
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特定事業者とは
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（出典：資源エネルギー庁 省エネポータルサイト）

●事業者全体のエネルギー使用量が原油換算で年間1500kL以上

支店、支社、営業所、
製造拠点などで使用
するエネルギーすべて
を合計したもの。一部
のフランチャイズも 含
む

事業者全体
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特定事業者等は全国に約 1.2万社
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（出典：www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/004より筆者作成）

※2025年7月時点
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東京都 2,690

大阪府 940

愛知県 821

神奈川県 485

兵庫県 420

静岡県 403

北海道 397

福岡県 372

埼玉県 361

千葉県 299

上位10位の都道府県



特定事業者の義務
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（出典：資源エネルギー庁 「省エネ法の概要」）

●毎年のエネルギー消費原単位の低減など

事業者の義務

• エネルギー管理統括者・企画推進者の選任
• 原則毎年の定期報告書、中長期計画書の提出、等

事業者の目標

• 年平均1％以上のエネルギー消費原単位の低減、等

行政によるチェック

• 指導、助言、報告徴収・立入検査、合理化計画の作成指示への対応
• 指示に従わない場合、社名の公表・命令

エネルギー使 用 量を「エネ
ルギーの使用量と密接な関
係を持つ値（※）」で割った
もの
※業種や企業の特徴に応じ
て、生産数量、売上高、建
物床面積、入場者数などを
設定

エネルギー消費原単位
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エネルギー指定管理工場等とは

●工場、事業場単体でのエネルギー使用量が原油換算1500kL以上の場合

● 3000kL以上：第一種、3000kL未満：第二種

●エネルギー管理者／管理員の選任、指定表の提出などの義務
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（出典：資源エネルギー庁 省エネポータルサイト）
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事業者クラス分け評価制度
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•「S・A・B・C」でクラス分け評価

• Sクラスを2年連続で取ると、中長期計画書の提出頻度が低減

• Bクラスには報告徴収・立入検査など、Cクラスには指導など

（出典：資源エネルギー庁 「省エネ法の概要」）

office SOTO | Yukie Yamashita



PVプランナー協会サイトからのアクセス方法
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（出典：PVプランナー協会）

重要情報ピックアップ 改正省エネ法 特定事業者名簿
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2026年度改正：
太陽光設置可能面積の報告
義務化
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「太陽光の導入」計画企業が最多
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● 中長期計画での非化石エネルギーの転換策に、「太陽光発電の導入」と答え
た割合が最多の3割超
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（出典
：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kojo_handan/pdf/2025_001
_04.pdf）



屋根設置太陽光の導入促進策
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● 中長期計画で屋根設置太陽光の定性的な目標の提出を義務付け（2026年
度提出分〜）

● 定期報告で太陽光を設置可能な屋根面積・設置予定の面積や出力の報告を
義務化（2027年度提出分〜）
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（出典：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/pdf/049_01_00.pdf）



● エネルギー使用合理化の目標達成のための中長期（3～5年）的な計画

● 毎年度７月末日までに提出

● 「定性的な目標」なのでかなりざっくり

中長期計画書での報告内容
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＜定性的な目標例＞

2026年度提出
分〜

（出典
：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kojo_handan/pdf/2025_001
_04.pdf）



● 屋根面積

● 耐震基準

● 積載荷重（ペロブスカイト／薄型／通常）

● そのうち既に太陽光が設置されている面積

定期報告書での報告内容
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2027年度提出
分〜

対象：1建屋あたりの屋根面積1,000㎡以上

● 屋根面積
● 積載荷重
● そのうち太陽光を設置済みの屋根面積、出力
● 設置予定の屋根面積、出力、予定年度

太陽光の設置が合理的な屋根の条件を設定

（出典
：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kojo_handan/pdf/2025_001
_04.pdf）

● 築年数
● 屋根形状その他条件



定期報告の報告イメージ①
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2027年度提出
分〜

（出典
：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kojo_handan/pdf/2025_001
_04.pdf）

　　　　　ペロブスカイト

　　　　　薄型タイプ

　　　　　通常タイプ



定期報告の報告イメージ②
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2027年度提出
分〜

（出典
：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/kojo_handan/pdf/2025_001
_04.pdf）



定期報告書で求められている内容は、ほぼ屋根設置太陽光の“見積もり”

報告義務化の次のステップは？
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報告義務化の次ステップとして、“設置義務化”？

全国1.2万社の自家消費／オンサイトPPAニーズ



改正省エネ法のおさらい
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2023年度省エネ法改正のポイント

1.「エネルギー」の定義の見直し

• 従来の化石燃料に加え、水素やアンモニアなどの非化石燃料も「エネルギー」に含める

2.非化石エネルギー転換目標の設定を義務化

• 全業種の特定事業者に対して、非化石エネルギー転換目標の設定を義務化

3.電気需要の「最適化」に関する措置

• 従来の需要の「平準化」という考え方を「最適化」にシフト

• デマンドレスポンスの実施回数などを評価に組み込む
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出典）資源エネルギー庁 2022年度第1〜4回工場等判断基準ワーキンググループ
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「エネルギー」＝化石 +非化石
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出典）資源エネルギー庁 2022年度第1回工場等判断基準ワーキンググループ 

•従来の化石燃料に加え、水素やアンモニアなどの非化石燃料も「エ
ネルギー」に含めて合理化を目指す
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非化石エネ転換目標の設定を義務
化

● 1.2万社すべてに「非化石電気の割合」の目標設定、計画・報告を義務化

●太陽光など自家発電分も含めた使用電気全体に対する割合
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（出典：資源エネルギー庁 2022年度第4回工場等判断基準ワーキンググループ）
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自家消費太陽光の計測も義務化
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出典）資源エネルギー庁 令和4年度第1回工場等判断基準ワーキンググループ

•
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主要5業種に転換目標の目安を設定
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•主要5業種（約2200社）に非化石エネ転換目標の目安案を提示

•自動車製造業、製紙業、鉄鋼業、セメント製造業、化学工業

出典）資源エネルギー庁 2022年度第4回工場等判断基準ワーキンググループ 資料3

651
自動車製造業

233
製紙業

340
鉄鋼業

334
セメント業

714
化学工業

（輸送用機械器具製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、鉄鋼業、窯業・土石製品製造業、化学工業の合計　※ 2022年7月時点。筆
者集計）
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主要5業種の非化石エネ転換目標の目安
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出典）資源エネルギー庁 2022年度第4回工場等判断基準ワーキンググループ 資料3
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30年度の非化石エネ比率 59％
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●自動車製造業、製紙業、鉄鋼業は非化石の電力調達がメイン

●セメント製造業、化学工業は石炭からの転換

出典）資源エネルギー庁 2022年度第4回工場等判断基準ワーキンググループ 資料3より作成

59％
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目標設定が義務は全員が対象
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「非化石電気の割合」の目標設定義務化の対象

特定事業者
1万2000社

主要5業種
2200社

目安あり

目安なし
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電気需要の「最適化」 ≠「平準化」
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●電力供給に合わせて需要パターンを変動させる「デマンドレスポンス（DR）」の実施
を評価（補助金での優遇など検討へ）

出典）資源エネルギー庁 2022年度第4回工場等判断基準ワーキンググループ
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ご清聴ありがとうございました

Mail：info@officesoto.com

Web：officesoto.com
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